予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名　新輸出拡大・定着化推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　農政部　農産物流通課　輸出戦略・流通企画係　電話番号：058-272-1111（内2855）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　2,276千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,276
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,276

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・これまで岐阜県では「観光、食、モノ」を一体的にＰＲする飛騨・美濃輸出戦略プロジェクトに取り組んでおり、食においてはアセアン地域をターゲットに飛騨牛、富有柿といったトップブランドを中心に取り組み、香港、シンガポール、タイに継続して輸出している。
・現在、飛騨牛を輸出している国のうち香港では、民間事業者が参入し輸出量が飛躍的に増加した。
・今回、輸出に関心のある飛騨牛取扱事業者を開拓するとともに、新規参入を計画している民間事業者に対し、輸出実績やノウハウがある香港への輸出を目指す。

・香港への輸出を皮切りに他のアセアン諸国への輸出を促し、更なる輸出の拡大及び定着化を図る。
（２）事業内容
①　新規参入事業者開拓（223千円）
　　　・輸出に関心のある飛騨牛取扱事業者と輸出に関する勉強会を開催し、新規参入事業者を開拓する。

②　新規飛騨牛輸出参入事業者支援（2,053千円）
・飛騨牛の輸出実績のある国内輸出事業者をコーディネーターとし、輸出を希望する新規事業者に対し、香港の輸入業者や販売店との面談や輸出のノウハウを提供し、香港への飛騨牛輸出の実現を目指す。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　輸出への取組は、県の農業支援対策であり、県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
　　　無

岐阜県農林水産物輸出協議会による流通ルートが確立した香港において、新規民間事業者にノウハウを提供する等輸出への取り組みを支援し、更なる輸出量の拡大及び定着化を図るものである。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	492
	現地視察旅費

	需用費
	  　　486
	事務用消耗品費等

	役務費
	  　　77
	郵便、電話料金等

	使用料
	   　　21
	海外で使用する携帯電話、データ通信機器使用料

	委託費
	1,200
	コーディネーター委託費

	合計
	2,276
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　・長期構想

　　　Ⅱ－２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　　　　　多様な流通・販売ルートを確保する。
・ぎふ農業・農村基本計画

戦略的な流通・販売として、海外への輸出促進を図ることとする。　
　
（２）国・他県の状況

　　　国においては、TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）交渉参加に伴い、攻めの農業対策本部の設置や、新たに農林水産物の輸出1兆円を目指した国別・品目別輸出戦略を策定する等、国全体での輸出促進への取組をさらに加速している。

また、全国的に輸出促進への取組は実施されており、栃木県実施の取組状況調査によると40自治体のうち33自治体で、輸出促進のための組織を農業団体等と構成して各種取組を進めている。

（３）後年度の財政負担

　　　新規参入事業者を獲得した場合は、当該事業による負担は必要である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□ 継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　輸出に関心のある飛騨牛取扱事業者を開拓し、輸出実績のある香港へ輸出をキックオフとし、他のアセアン諸国への輸出の波及を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	飛騨牛の年間輸出量

（kg）
	330
（H20）
	1,071

（H22）
	1,288

（H23）
	2,013
（H24）
	2,400

（H27）
	％
83.9


○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	国内市場の縮小が見込まれる中、岐阜県産農産物の輸出促進及びブランド価値向上のため、必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国においては、TPP交渉参加に伴い輸出促進への取組をさらに加速しているため、県としても輸出促進への取組継続が不可欠である。
一方、県内における飛騨牛輸出事業者は少ない。そのため、新規参入事業者の開拓が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　国内市場の縮小が見込まれる中、関係者からのニーズもあり、富裕層の増加や日本食ブームが継続しているアジア地域等をターゲットに新規参入事業者を開拓し、輸出実績のある香港への輸出を実施し更なる輸出拡大及び定番化に取り組んでいく。


